
「関西広域連合による応急対応期の首都圏
の被災自治体支援のあり方」について

資料２－２

南海トラフ地震・首都直下地震等大規模災害時の応援の
あり方に関する検討会（第２回）（R3.4.23）



１ 初動
（３）災害対策支援本部の設置

・ 九都県市の被害が甚大で、関西広域連合の組織をあげた広域応援が

必要と判断される場合には、「関西広域連合災害対策支援本部」を設置。

・ 被災都県市が複数の場合、原則として、被災都県市を応援府県市が分
担する「カウンターパート方式」による応援方式をとる。

（４）カウンターパートの決定
ア 決定方法（関西で決定し、結果を九都県市に通知）

・ 発災直後の時期における九都県市側の調整負担を軽減するために、

関西広域連合は九都県市側と事前調整を行わずに関西広域連合内でカ

ウンターパートの組み合わせを決定し、その結果を九都県市応援調整本
部に通知する。

イ カウンターパート組み合わせの例
・ 被災自治体への広域応援に関しては、現時点では全国レベルでの取り

決めがなく、発災後には被災状況に応じて複数の枠組による調整が行わ

れることが想定されるため、事前に関西広域連合の適切なカウンターパー

トを決めておくことは難しい。

・ しかし仮に、都心南部直下地震の被災規模や、人口及び職員数（一般

行政部門）をもとにカウンターパートを検討すると、以下の図表38のような

例が想定される。

「関西広域連合による応急対応期の首都圏の被災自治体支援のあり方」について

2

３ 応援要員
（１） 人的支援の基本

・ カウンターパートとなった各関西広域連合構成団体が、担当する各被

災都県市に要員を派遣する。

・ カウンターパート団体のみでは派遣に必要な要員の確保が困難な場合

は、関西広域連合を通じ、他の関西広域連合構成団体等と連絡・調整を
行い、要員の確保を行う。

（２） 想定される分野
ア 関西広域連合構成団体による応援派遣の調整が想定される分野

・ 応援派遣の調整が想定される分野では、以下の例が考えられる。

○住家(家屋)被害認定 ○応急仮設住宅対策

○建築技術、都市計画従事職員 ○土木技術職員

○環境技術職員(廃棄物処理等) ○教職員

○避難所運営支援 ○市町村業務全般の支援
○ボランティア支援

（３） 支援チーム
・ 人的支援にあたっては、平成28年熊本地震の際に行われた支援チーム

の構成を元に、図表40のようなチームの編成が、有効であると考えられる。

被災地に対しては、関西広域連合による支援のワンストップサービスの具

現化であり、関西広域連合にとっては、統括を中心とした関係者間の情報

共有が可能となるとともに、先を見越した要員の調整が可能となる。

※ 「首都直下地震における応急対応期の被災自治体支援のあり方検討報告書
（関西広域連合 平成29年11月）」から抜粋
下線は総務省応援派遣室において付している。



【参考】第１０回九都県市合同防災訓練・図上訓練
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「第１０回九都県市合同防災訓練・図上訓練」を実施します！

九都県市（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま
市、相模原市）では、「九都県市災害時相互応援等に関する協定」に基づき、九都県
市相互の連携及び九都県市域外の組織との連携等を目的とした図上訓練を実施しま
す。
本訓練は、各都県市が共通想定の基で、それぞれの災害対応を行うとともに、九都

県市相互及び域外の組織との連携を図ります。

１ 実施日時
令和２年１月２１日（火）１０：００～１５：００

２ 実施場所
（１）埼玉県 埼玉県危機管理防災センター

（埼玉県さいたま市浦和区高砂３-１５-１）
（２）さいたま市 さいたま市消防庁舎３階

（埼玉県さいたま市浦和区常盤６-１-２８）
（３）千葉県 千葉県庁中庁舎６階防災危機管理センター

（千葉県千葉市中央区市場町１-１）
（４）千葉市 千葉市役所本庁舎３階

（千葉県千葉市中央区千葉港１-１）
（５）東京都 東京都庁第一本庁舎９階

（東京都新宿区西新宿２-８-１）
（６）神奈川県 神奈川県庁第二分庁舎７階

（神奈川県横浜市中区日本大通１）
（７）横浜市 横浜市庁舎５階危機管理センター

（神奈川県横浜市中区港町１-１）
（８）川崎市 川崎市役所第三庁舎７階

（神奈川県川崎市川崎区東田町５-４）
（９）相模原市 相模原市消防指令センター３階

（神奈川県相模原市中央区中央２-２-１５）

３ 参加機関
九都県市（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま

市、相模原市）、関西広域連合、各都県市の訓練に参加する各機関及び事業者

４ 訓練の想定及び方式
都心南部を震源とするマグニチュード７．３の首都直下地震が発生したとの想定により、

発災１８時間後から２３時間後までの状況をロールプレイング方式で実施します。

５ 主要訓練項目
（１） 九都県市相互の連携

応援調整本部の設置・運営に伴う九都県市間の情報収集等、整理・
共有

（２） 九都県市域外の組織との連携
関西広域連合からの受援・情報共有

（３） 各災害対策本部等における情報収集・分析及び判断・処置等の対応
能力の養成・向上

ア 被災市区町村応援職員確保システムの運用（実施する都県市のみ）
イ 改正災害救助法に関わる事項（神奈川県下のみ）
ウ 都県市オリジナルの訓練項目

千葉市 「記者発表資料」（令和２年１月１４日）
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